
１　法人の概要

※役員と職員を兼ねている者の人数は、役員と職員の両方に計上し、職員数には括弧（内数）で表示。

２　法人の行動計画(令和４～７年度)

３　財務

①正味財産増減計算書  (単位:千円) ②貸借対照表  (単位:千円) ＜主な経営指標＞

令和４年度

経常収益 流動資産

固定資産

資産計

受託事業収益 流動負債

自主事業収益 短期借入金

固定負債

その他の収益 長期借入金

経常費用 負債計

事業費 指定正味財産 ※端数処理の関係で増減が一致しないことがある。

管理費 うち基本財産充当額

一般正味財産 ＜退職給与引当状況 (単位:千円)＞

当期経常増減額 うち基本財産充当額

経常外収益 正味財産計

経常外費用 負債・正味財産計

当期経常外増減額 ※端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。

当期一般正味財産増減額 ③県の財政的関与の状況（事業費補助・委託を除く）  (単位:千円)

当期指定正味財産増減額

当期正味財産増減額合計

運営状況概要書

（公益９）

法人名： 公益財団法人　秋田県林業労働対策基金 設立年月日 平成4年7月28日

代表者職氏名 理事長　佐藤　龍司 基本財産等 909,935千円 県出資等額及び比率 620,000千円 (68.1%) 所管部課名 農林水産部林業木材産業課

設立目的
秋田県内において林業労働に従事する者の就労条件を改善し、林業従事者の安定的確保を図るとともに、若年林業従事者の育成及び確保を促進させることにより、林業の安定的発展に寄与することを目的
とする。

事業概要
①林業従事者の確保、育成に関する事業　②林業従事者の就労条件の改善に関する事業　③林業従事者の林業労働に係る安全と衛生の確保に関する事業　④森林管理の重要性の普及及び啓発に関する事業　
⑤林業労働力の確保の促進に関する法律第12条各号に掲げる事業　⑥その他この法人の目的を達成するために必要な事業

関連法令、県計画 林業労働力の確保の促進に関する法律、秋田県林業労働力の確保の促進に関する基本計画

理事 監事 評議員 計 正職員 出向職員 臨時・嘱託 計

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 5(1) 5(1)

1 4 2 5 1 11

県関与のあり方 継続 経営状況 安定 取組の方向性 ・安定的経営の継続　・公益的事業の安定実施

目標 ○林業従事者の安定的確保に向けた公益的事業の安定実施に努める。

区　　分 令和３年度 令和４年度 区　　分 令和３年度 令和４年度 項　目 令和３年度 増減※

95,980 92,084 21,497 20,891

基本財産・特定資産運用益 14,352 14,757 995,285 995,059

受取会費・受取寄附金 1,016,782 1,015,950

1,490 3,375 2,336 1,749

受取補助金・受取負担金 80,106 73,905 8,439 11,124

32 47

99,353 95,103 10,775 12,873

94,179 90,405 909,846 909,934

5,174 4,698 909,846 909,934

人件費(事業費分含む) 20,542 22,457 96,161 93,143

△ 3,373 △ 3,019 要支給額 引当額 引当率(%)

1,006,007 1,003,077 11,124 11,124 100.0%

1,016,782 1,015,950

△ 3,373 △ 3,019

116 88 区　分 令和３年度 令和４年度 支出目的等

△ 3,257 △ 2,931 年間支出

年度末残高

役員数
(R5.7.1現在)

職員数
(R5.4.1現在)

取組

○林業従事者の育成を図るため、ニューグリーンマイスター認定者を新たに125人確保する。
【目標】ニューグリーンマイスター認定者　32人／年
○林業労働者の就労条件の改善を図るため、退職金共済加入者を増加させる。
【目標】退職金共済助成対象者　Ｒ２年度:610人→Ｒ７年度:690人
　　　　　　　　　　　　　　　Ｒ３年度：626人、Ｒ４年度：642人、Ｒ５年度：658人、Ｒ６年度：674人、Ｒ７年度：690人　

経常収支比率
 (経常収益÷経常費用)

96.6% 96.8% ＋0.2

流動比率
 (流動資産÷流動負債)

920.2% 1194.5% ＋274.2

自己資本比率
 (純資産計÷負債・純資産計)

98.9% 98.7% △0.2

有利子負債比率
 (有利子負債÷純資産計)

0.0% 0.0% ＋0.0



Ⅰ 自己評価

Ⅱ 所管課評価

Ⅲ 委員会評価

【委員からの提言】

委員会評価を踏まえた対応方針

運営状況評価表

（公益９）

法人名： 公益財団法人　秋田県林業労働対策基金

1 行動計画における目標及び取組の達成状況 2 経営状況

【令和４年度実績】 【令和４年度実績】

【自己評価】 【自己評価】

評価 評価

Ｃ Ａ

1 行動計画における目標及び取組の達成状況 2 経営状況

評価 評価

Ｃ Ａ

総合評価 法人全体の取組・運営状況に関するコメント

法人の対応方針 所管課の対応方針

○ニューグリーンマイスター認定者（育成学校卒業生） 23人 
○退職金共済助成対象者　Ｒ４年度 625人

○当基金では収益事業を実施していないが、基本財産等を安全な有価証券で運用し、安定した収入
（1,476万円）を確保した。
○県から事業補助金や受託収益（7,728万円）を得て、公益目的事業等を実施し当期経常増減額は
3,018千円の赤字であるが、公益目的事業のための特定資産を充てており経営は安定している。

○退職金共済助成対象者数は目標をほぼ達成（97％）できたほか、ニューグリーンマイスター認定者
数は目標を下回ったものの、当プログラムは本県における林業従事者の技術力維持・向上に一定の役
割を果たしている。今後は目標の達成に向けて、当基金の支援制度が十分に活用されるよう、各種会
議やＳＮＳ等により県内事業者への周知強化を図る。

○財団の事業は、県からの補助金や受託収入、基本財産の運用益により実施しており、正味財産残高
（約10億円）も十分であることから、事業実施・経営の財政基盤は安定している。
○今後も毎年の収支均衡を維持しながら、林業労働者の確保・育成や就労条件の改善を図るため、各
種の研修や助成事業を継続して実施していきたい。

○林業従事者の育成・確保や就労条件の改善を図るため、高校生や求職者を対象にした林業
体験研修や事業体への相談指導、各種助成を実施した。

○当支援制度を活用する事業者が少なかったことにより、行動計画に掲げた２項目の目標値は達成で
きなかったものの、求職者に対する就職先の斡旋やマッチング等の実施、事業主への相談指導等を幅
広く実施し、林業従事者の安定的確保に向けた公益的事業を継続的に進めており、本県林業における
雇用環境の改善に寄与している。

○主な事業は、林業の担い手を確保・育成するための、林業担い手育成基金を活用した県からの補助
金で実施しており、財団の財務基盤は安定している。

Ｂ

○行動計画に定める目標については、達成ができなかったものの、年度ごとの変動はやむを得ないものと斟酌され、地道な活動を進めている点については評価できる。
○経営状況については、財政基盤が安定しているものの、正味財産が減少していることから、安定的経営が図れるような取組を継続していく必要がある。

○林業の担い手確保、育成のためには、危険・キツイ・儲からないといったイメージを一新し、魅力を伝えていくような取組が重要となることから、新規就業者等との関わりや業界への貢献度につい
て、ＰＲする取組を進めていくべきと考える。

○本県の豊かな森を守り育む林業の担い手を確保・育成していくため、一般の県民や高校生を対象に
林業の魅力を発信する取組を拡充するとともに、「あきた森の仕事ナビ」（ウェブサイト）等の職業
紹介・情報発信力を強化していく。

○安定的な経営を図るため、事業量の確保やコスト削減を進め、さらなる新規就業者の確保に向けて
「無料職業紹介所」の機能を十分に発揮するよう指導する。



法人名 (公財)秋田県林業労働対策基金

①令和５年度計算書類等

法人所管課 林業木材産業課



公益財団法人秋田県林業労働対策基金定款

第１章 総則

（名称）

第１条 この法人は、公益財団法人秋田県林業労働対策基金と称する。

（事務所）

第２条 この法人は、主たる事務所を秋田県秋田市に置く。

第２章 目的及び事業

（目的）

第３条 この法人は、秋田県内において林業労働に従事する者の就労条件を改善し、

林業従事者の安定的確保を図るとともに、若年林業従事者の育成及び確保を促進さ

せることにより、林業の安定的発展に寄与することを目的とする。

（事業）

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

(1) 林業従事者の確保、育成に関する事業

(2) 林業従事者の就労条件の改善に関する事業

(3) 林業従事者の林業労働に係る安全と衛生の確保に関する事業

(4) 森林管理の重要性の普及及び啓発に関する事業

(5) 林業労働力の確保の促進に関する法律(平成８年法律第４５号)第12条各号に掲

げる事業

(6) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

第３章 資産及び会計

（財産の種別）

第５条 この法人の財産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。

２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠なものであって、評

議員会で決議した財産をもって構成する。

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。

４ 公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産については、その２分の１以上を

第４条に掲げる事業のうちの公益目的事業に使用するものとし、その取扱いについ

ては、理事会の決議により別に定める寄附金等取扱規程による。

（基本財産の維持及び処分の制限）

第６条 基本財産については、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意

をもって適正に維持及び管理しなければならない。

２ 基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようとするとき

は、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要する。



（財産の管理・運用）

第７条 この法人の財産の管理・運用は、理事長が行うものとし、その方法は、理事

会の決議により別に定める財産管理及び資金運用規程及び特定費用準備資金等取扱

規程によるものとする。

（事業年度）

第８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

（事業計画及び収支予算）

第９条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載

した書類については、毎事業年度の開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事

会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え

置き、一般の閲覧に供するものとする。

（事業報告及び決算）

第１０条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次

の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。

(1) 事業報告

(2) 事業報告の附属明細書

(3) 貸借対照表

(4) 損益計算書（正味財産増減計算書）

(5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

(6) 財産目録

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第1号、第3号、第4号及び第6号の書類について

は、定時評議員会に提出し、第1号の書類についてはその内容を報告し、その他の

書類については、承認を受けなければならない。

３ 次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するとともに、定款

を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。

(1) 監査報告

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類

(4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なもの

を記載した書類

（公益目的取得財産残額の算定）

第１１条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則

第４８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得

財産残額を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。

第４章 評議員

（評議員の定数）

第１２条 この法人に評議員３名以上６名以内を置く。



（評議員の選任及び解任）

第１３条 評議員の選任及び解任は、評議員選定委員会において行う。

２ 評議員選定委員会は、評議員２名、監事１名、次項の定めに基づいて選任された

外部委員２名の合計５名で構成する。

３ 評議員選定委員会の外部委員は、次のいずれにも該当しない者を理事会において

選任する。

(1) この法人又は関連団体（主要な取引先及び重要な利害関係を有する団体を含む。

以下同じ。）の業務を執行する者又は使用人

(2) 過去に前号に規定する者となったことがある者

(3) 第１号又は第２号に該当する者の配偶者、３親等内の親族、使用人（過去に使用

人となった者も含む。）

４ 評議員選定委員会に提出する評議員候補者は、理事会又は評議員会がそれぞれ推

薦することができる。評議員選定委員会の運営についての細則は、理事会において

定める。

５ 評議員選定委員会に評議員候補者を推薦する場合には、次の事項のほか、当該候

補者を評議員として適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。

(1) 当該候補者の経歴

(2) 当該候補者を候補者とした理由

(3) 当該候補者とこの法人及び役員等（理事、監事及び評議員）との関係

(4) 当該候補者の兼職状況

６ 評議員選定委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

ただし、外部委員の１名以上が出席し、かつ、外部委員の１名以上が賛成すること

を要する。

７ 評議員選定委員会は、前条で定める評議員の定数を欠くこととなるときに備えて、

補欠の評議員を選任することができる。

８ 前項の場合には、評議員選定委員会は、次の事項も併せて決定しなければならな

い。

(1) 当該候補者が補欠の評議員である旨

(2) 当該候補者を１人又は２人以上の特定の評議員の補欠の評議員として選任する

ときは、その旨及び当該特定の評議員の氏名

(3) 同一の評議員（２人以上の評議員の補欠として選任した場合にあっては、当該

２人以上の評議員）につき２人以上の補欠の評議員を選任するときは、当該補欠

の評議員相互間の優先順位

９ 第７項の補欠の評議員の選任に係る決議は、当該決議後４年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで、その効力を有する。

（評議員の任期）

第１４条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任し

た評議員の任期の満了する時までとする。

３ 評議員は、第１２条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に

より退任した後も､新たに選任された者が就任するまで､なお評議員としての権利義

務を有する。



（評議員の報酬等）

第１５条 評議員に対して、各年度の総額が15万円を超えない範囲で、評議員会にお

いて別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給するこ

とができる。

２ 前項に関し必要な事項は、評議員会の決議により別に定める役員等及び委員の報

酬等並びに費用に関する規程による。

第５章 評議員会

（構成）

第１６条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。

２ 評議員のうち1名を評議員会会長とし、評議員会において選定する。

（権限）

第１７条 評議員会は、次の事項について決議する。

(1) 理事及び監事の選任又は解任

(2) 理事及び監事の報酬等の額

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準

(4) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認

(5) 定款の変更

(6) 残余財産の処分

(7) 基本財産の処分又は除外の承認

(8) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

（開催）

第１８条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回開催

するほか、必要がある場合に開催する。

（招集）

第１９条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき

理事長が招集する。

２ 評議員は、理事長に対し､評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して､

評議員会の招集を請求することができる。

（招集の通知）

第２０条 理事長は、評議員会開催の５日前までに、評議員に対して、会議の日時、

場所、目的である事項を記載した書面をもって招集の通知をしなければならない。

２ 前項にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることな

く、評議員会を開催することができる。

（議長）

第２１条 評議員会の議長は、評議員会会長がこれに当たる。



（決議）

第２２条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評

議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評

議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。

(1) 監事の解任

(2) 評議員に対する報酬等の支給の基準

(3) 定款の変更

(4) 基本財産の処分又は除外の承認

(5) その他法令で定められた事項

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決

議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２５条に定める定

数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の

枠に達するまでの者を選任することとする。

（議事録）

第２３条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成す

る。

２ 前項の議事録には、議長及び出席した評議員のうちから選出された議事録署名人

２名がこれに記名押印する。

（評議員会の運営）

第２４条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほ

か、評議員会において定める評議員会運営規程による。

第６章 役員

（役員の設置）

第２５条 この法人に、次の役員を置く。

(1) 理 事 ３名以上６名以内

(2) 監 事 ２名以内

２ 理事のうち１名を理事長、１名を専務理事とする。

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人

法」という）上の代表理事とし、専務理事をもって同法第９１条第１項第２号の業

務執行理事とする。

（役員の選任）

第２６条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。

２ 理事長及び専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。

３ 監事は、この法人の理事又は使用人を兼ねることができない。

４ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は三親等内の親族その他法令

で定める特別の関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。

監事についても、同様とする。



５ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関

係にあるものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１

を超えてはならない。監事についても同様とする。

（理事の職務及び権限）

第２７条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務

を執行する。

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業

務を執行し、専務理事は、理事会において別に定める理事の職務権限規程により、

この法人の業務を分担執行する。

３ 理事長及び専務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職

務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。

（監事の職務及び権限）

第２８条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報

告を作成する。

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務

及び財産の状況の調査をすることができる。

３ 監事の監査については、法令及びこの定款の定めによるほか、監事全員により別

に定める監事監査規程による。

（役員の任期）

第２９条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までと

する。

４ 理事又は監事は、第２５条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は

辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事

としての権利義務を有する。

（役員の解任）

第３０条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によっ

て解任することができる。

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。

（役員の報酬等）

第３１条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評

議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として

支給することができる。

２ 前項に関し必要な事項は、評議員会の決議により別に定める役員等及び委員の報

酬等並びに費用に関する規程による。



（取引の制限）

第３２条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事

実を開示し、理事会の承認を得なければならない。

(1) 自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引

(2) 自己又は第三者のためにするこの法人との取引

(3) この法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間における

この法人とその理事との利益が相反する取引

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しな

ければならない。

３ 前２項の取り扱いについては、第３９条に定める理事会運営規程によるものとす

る。

（責任の免除又は限定）

第３３条 この法人は、役員の法人法第１９８条において準用される同法第１１１条

第１項の賠償責任について、法令の定める要件に該当する場合には、理事会の決議

によって、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度と

して、免除することができる。

２ この法人は、外部役員との間で、前項の賠償責任について、法令に定める要件に

該当する場合には賠償責任を限定する契約を、理事会の決議によって、締結するこ

とができる。ただし、その契約に基づく賠償責任の限度額は、金１０万円以上で予

め定めた額と法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額とする。

第７章 理事会

（構成）

第３４条 理事会は、すべての理事をもって構成する。

（権限）

第３５条 理事会は、次の職務を行う。

(1) この法人の業務執行の決定

(2) 理事の職務の執行の監督

(3) 理事長及び専務理事の選定及び解職

（招集）

第３６条 理事会は、理事長が招集する。

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときには、各理事が理事会を招集す

る。

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的である事項を記載した書面を

もって、開催日の５日前までに、理事及び監事に対して通知しなければならない。

（決議）

第３７条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。



２ 前項の規定にかかわらず、理事が、理事会の決議の目的である事項について提案

をした場合において、当該提案について、議決に加わることのできる理事の全員が

書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

理事会の決議があったものとみなす。ただし、監事が異議を述べたときは、その限

りではない。

（議事録）

第３８条 理事会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成する。

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。

（理事会の運営）

第３９条 理事会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、

理事会において定める理事会運営規程による。

第８章 定款の変更、合併及び解散等

（定款の変更）

第４０条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第１３条についても適用する。

（合併等）

第４１条 この法人は、評議員会において、議決に加わることのできる評議員の３分

の２以上の議決により、他の法人法上の法人との合併、事業の全部又は一部の譲渡

及び公益目的事業の全部の廃止をすることができる。

２ 前項の行為をしようとするときは、予めその旨を行政庁に届け出なければならな

い。

（解散）

第４２条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不

能その他法令で定められた事由によって解散する。

（公益認定の取消等に伴う贈与）

第４３条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消

滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評

議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定

の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に

贈与するものとする。

（残余財産の帰属）

第４４条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を

経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定に関する法律第５条第１７号に掲げる

法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。



第９章 委員会

（委員会）

第４５条 この法人の事業を推進するために必要があるときは、理事会はその決議に

より、委員会を設置することができる。

２ 委員会の任務、構成及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定め

る委員会規程による。

第１０章 公告の方法

（公告の方法）

第４６条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法に

より行う。

第１１章 補則

（委任）

第４７条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の

決議により別に定める。

附 則

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び

公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

１０６条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１

項に定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を行ったときは、第

８条の規定にかかわらず、解散の登記の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の

日を事業年度の開始日とする。

３ この法人の設立の登記日現在の最初の理事及び最初の監事は、次に掲げる者とす

る。

理事 福井敬二 石黒信一 鈴木利貴雄 藤島和雄 谷口純一

近藤誠二

監事 前田正人 千葉玄一郎

４ この法人の最初の代表理事は福井敬二、業務執行理事は近藤誠二とする。

５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。

三浦庄助 佐藤重芳 兼子富市 小松佳和 阿部康夫 佐々木哲男











法 人 名 ：

時 点 ：

番
号

役職名称 氏名 職名
番
号

役職名称 氏名 職名

1 評議員 佐藤　重芳
秋田県森林組合連
合会代表理事会長 28

2 評議員 小松　佳和
森林整備事業推進
協議会会長

29

3 評議員 羽澤　斉志
全労災秋田推進本
部長

30

4 評議員 山田　一成 秋田県素材生産流通協同組合
連合会理事長 31

5 評議員 松田　知己 秋田県町村会会長 32

6 理事長 佐藤　龍司
秋田県森林組合連
合会代表理事専務 33

7 専務理事 櫻田　良弘 (公財)秋田県林業労働対策基
金事務局長 34

8 理　事 佐藤　博　 林材業労働災害防止協会秋田
県支部事務局長 35

9 理　事 水谷　津　
秋田県町村会事務
局長 36

10 理　事 仙北谷　彰 秋田県素材生産流通協同組合
連合会専務理事 37

11 監　事 前田　正人 公認会計士 38

12 監　事 戸部　信彦 (公財)秋田県緑化推進委員会
専務理事 39

13 0 0 0 40

14 0 0 0 41

15 0 0 0 42

16 0 0 0 43

17 0 0 0 44

18 0 0 0 45

19 0 0 0 46

20 0 0 0 47

21 48

22 49

23 50

24 51

25 52

26 53

27 54

秋田県出資・出捐法人　役員名簿

公益財団法人秋田県林業労働対策基金

令和5年7月1日
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 議案第3号　令和5年度事業計画、収支予算、資金調達
及び設備投資の見込みについて

Ⅰ　令和5年度事業計画

　全国有数のスギ人工林が伐採・利用期を迎える中で、本県の素材生産量は順調に増加してきて

おり、林業の成長産業化に向けた取り組みが本格化してきています。

　近年、木材価格の高騰や国産材需要の拡大（ウッドショック）、ウクライナ侵攻等等の影響に

よる燃料コストの上昇など、林業を巡る環境は大きく変化し先行きが不透明な状況にあります。

　今後、大手製材企業の県内進出などにより、秋田スギの需要量が大幅に増加する見通しであり、

「伐って、使って、植えて、育てる｣という資源の循環利用を図っていくため、素材の生産や再

造林、保育などを担える林業従事者の確保と育成が大きな課題となっています。

　林業事業体では、高性能林業機械の導入等により生産性の向上や経営規模の拡大に取り組んで

きているものの、他産業に比べると依然として経営基盤が弱く雇用が不安定で、労働災害の発生

率も高いことから、各種の雇用条件や現場の就労環境等の改善を、今後さらに進めていく必要が

あります。

　当法人は、林業従事者の確保や育成を図るとともに、安全・安心で働きやすい職場環境づくり

を支援するため、行政機関や関係団体等と連携し、秋田県ニューグリーンマイスター育成学校の

研修や、退職金共済掛金、安全作業器具購入等への各種助成を実施します。

　また、林業の無料職業紹介（愛称：あきた森の仕事ナビ）による就職の相談や紹介･斡旋に取

り組むほか、林業の魅力を広く県民に情報発信し、林業への新規就業を促進します。

林業従事者の確保、育成及び普及啓発に関する事業

　森林整備の担い手である林業従事者を、林業事業体が持続的･安定的に確保できるよう支援

するため、若年層を中心とした新規の就業から将来基幹となる優秀な林業技能者の育成及び

定着まで総合的な支援を実施する。

1.秋田県ニューグリーンマイスター育成学校の実施

(1)林業新任者技術研修（1年次）

　林業一般、森林機能、森林保護、林業機械と路網、木材の加工･流通･販売等、林業労

働安全衛生など、林業労働に必要な基礎知識の習得や、造林、測量、測樹、枝打ち、間

伐、目立て等基礎的な技術研修を実施する。

研修生40名　秋田県森林学習交流館･他

(2)高性能林業機械操作等研修（2年次）

　スイングヤーダ、プロセッサ、グラップル等の高性能林業機械操作研修とともに、間

伐作業システム等コストの把握・分析、ドローン操作、ワイヤースプライス研修を実施

する。

研修生24名　秋田市･五城目町　林業事業体施業地･他

公益1

　　　　　　　　　　　自:令和5年4月 1日
　　　　　　　　　　　至:令和6年3月31日



(3)林業技能講習

　林材業リスクアセスメント実務研修や伐木等業務安全衛生特別教育、ドローン操作基

礎講習、安全衛生教育等の受講を支援する。

研修生64名（1･2年次生)　秋田市他

2.技能講習等助成

　年間150日以上林業に就労し、技能講習を受講した林業従事者の受講料等の一部を助

成する。

22事業体　76名

3.定着奨励金助成

　秋田県ニューグリーンマイスター育成学校に入校･卒業し、月給制等で雇用されている

35歳以下の林業従事者の給料の一部を助成する。

29事業体　68名

4.高校生林業職場体験学習

　新規高卒者の林業への就業を促進するため、高校生を対象に林業職場見学･体験を実施

する。

4地区で開催　県内林業事業体施業地等

5.林業就業トライアル研修

(1)短期トライアル研修

　林業へ関心のある県内外の求職者等を対象に、高性能林業機械の操作体験や関連施設

見学等の研修を実施する。(4日間）

研修生5名　秋田県森林学習交流館　県内林業事業体施業地等

(2)中期トライアル研修

　林業へ就業を希望する県内外の求職者等を対象に、高性能林業機械の操作体験や林業

関連資格の取得、事業体での実務研修を実施する。(15日間)

研修生3名　秋田県森林学習交流館　県内林業事業体施業地等

(3)インターンシップ研修

　林業へ関心のある県内外の求職者を対象に、林業事業体等で林業体験を実施する。

研修生3名　県内林業事業体施業地等　(3日間程度)

6.林業の魅力発信事業（新規事業）

　林業の魅力を広く県民に発信し林業への就業を促進するため、高性能林業機機械の

展示会や伐木技術の実演会を実施する。

7.先進的造林技術推進事業（新規事業）

　再造林や保育の低コスト省力化を図るため、ドローンによる測量･苗木運搬やスマー

ト林業機械の展示実演研修会等を開催する。



　立ち遅れている林業の労働条件を改善し、林業従事者が安心して就労できる職場環境づく

りを支援する。

1.退職金共済掛金助成

　年間150日以上林業に就労し、中退共や林退共に加入している林業従事者の掛金の一部

を助成する。

61事業体　621名

2.労働安全衛生促進助成

　蜂抗体検査の受検、エピネフリン自動注射器、安全作業器具や休憩施設の購入等、

安全な作業環境を創出するための経費の一部を助成する。

エピネフリン自動注射器購入助成　

蜂抗体検査費用助成

安全作業器具購入助成（チェーンソー、刈払機、休憩施設等）

林業労働力の確保の促進に関する法律第12条各号に掲げる事業

　新規林業労働力を確保するため、林業の就業先の斡旋やマッチングを行うほか、求職者へ

の相談･情報提供や、林業事業体の事業主に対する相談指導等を実施する。

1.林業就業サポート事業

(1)林業事業体の事業主に対する相談指導等

　林業労働力の確保･定着を促進するため、事業主に対して雇用管理改善等に関する相談

指導や、情報の収集･提供、相談会等を実施する。

事業体訪問、調査、相談指導、相談会等の開催

(2)求職者に対する相談指導等

　林業へ就業を希望する求職者や、関心のある者に対して情報の提供を行い、就業へ向

けた総合的な支援を実施する。

相談指導、情報の提供、ハローワーク求職セミナー参加(毎月1回予定)

(3)林業の職業紹介所の運営（あきた森の仕事ナビ）

　林業への新規就業を促進するため、林業事業体からの求人登録受付、求職者への就業

先の斡旋･マッチング等を実施する。

情報の収集･提供等（ホームページの拡充等）

(4)林業就業フェアへの参加等

　秋田県等が主催する就業フェアに参加し、林業に関心のある求職者に対して情報の

提供や相談・支援を行う。

　　　 Ａターンフェア参加(秋田県ふるさと定住機構主催）

　　　 森林の仕事ガイダンス参加(全国森林組合連合会主催)

林業企業ガイドブック作成･配布　1,000部　

公益2 林業従事者の就労条件の改善及び林業労働に係る安全と衛生に関する事業

公益3



2.林業就業支援事業

(1)林業事業体の事業主に対する相談指導等

　林業労働力の確保･定着を促進するため、事業主に対して雇用管理改善等に関する相談

指導や、情報の収集･提供を行う。

事業体訪問、調査、相談指導

(2)林業雇用管理セミナーの開催

　認定事業体事業主等を対象に、雇用管理に関するセミナーを開催し、従事者が安心して

働くことができる職場環境づくりを支援する。

3地区で開催

3.林業労働力確保支援センター業務

　全国林業労働力確保支援センターから収集した情報を、事業体や求職者へ提供する。

北海道･東北ブロック協議会参加（宮城県)



Ⅱ　令和5年度収支予算書（損益方式）
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで (単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 11,390,000 13,768,000 14,568,000 ▲ 3,178,000 5,695,000 5,695,000 0 0 0 0 5,695,000

基本財産受取利息 11,390,000 13,768,000 14,568,000 ▲ 3,178,000 5,695,000 5,695,000 0 0 0 0 5,695,000

特定資産運用益 1,000 1,000 202,000 ▲ 201,000 1,000 0 0 0 0 0 1,000

特定資産受取利息 1,000 1,000 202,000 ▲ 201,000 1,000 0 0 0 0 0 1,000

受取補助金等 102,229,000 99,504,000 77,094,000 25,135,000 102,229,000 0 0 46,070,000 44,996,000 11,163,000 0

県補助金 80,731,000 93,509,000 73,720,000 7,011,000 80,731,000 0 0 25,672,000 44,996,000 10,063,000 0

受託収入 21,498,000 5,995,000 3,374,000 18,124,000 21,498,000 0 0 20,398,000 0 1,100,000 0

受取助成金等 0 150,000 150,000 ▲ 150,000 0 0 0 0 0 0 0

受取助成金 0 150,000 150,000 ▲ 150,000 0 0 0 0 0 0 0

受取負担金 0 39,000 35,000 ▲ 35,000 0 0 0 0 0 0 0

受取負担金 0 39,000 35,000 ▲ 35,000 0 0 0 0 0 0 0

雑収益 0 0 47,000 ▲ 47,000 0 0 0 0 0 0 0

雑収益 0 0 47,000 ▲ 47,000 0 0 0 0 0 0 0

経常収益計 113,620,000 113,462,000 92,096,000 21,524,000 107,925,000 5,695,000 0 46,070,000 44,996,000 11,163,000 5,696,000

（２）経常費用

受講料 8,997,000 9,472,000 6,028,000 2,969,000 8,997,000 0 0 8,997,000 0 0 0

助成金 54,056,000 65,453,000 52,596,000 1,460,000 54,056,000 0 0 9,060,000 44,996,000 0 0

検査料 113,000 113,000 65,000 48,000 113,000 0 0 113,000 0 0 0

給料手当 16,796,000 16,048,000 15,963,000 833,000 14,310,000 2,486,000 0 5,147,000 281,000 8,882,000 0

賞与引当金繰入 587,000 1,768,000 1,211,000 ▲ 624,000 496,000 91,000 0 146,000 13,000 337,000 0

退職給付費用 570,000 2,690,000 2,690,000 ▲ 2,120,000 481,000 89,000 0 143,000 12,000 326,000 0

福利厚生費 2,754,000 2,625,000 2,572,000 182,000 2,318,000 436,000 0 843,000 47,000 1,428,000 0

会議費 77,000 200,000 159,000 ▲ 82,000 20,000 57,000 0 0 0 20,000 0

旅費交通費 3,153,000 2,056,000 882,000 2,271,000 3,085,000 68,000 0 2,045,000 0 1,040,000 0

通信運搬費 2,434,000 1,284,000 654,000 1,780,000 2,402,000 32,000 0 1,787,000 29,000 586,000 0

支払負担金　 156,000 129,000 108,000 48,000 136,000 20,000 0 73,000 55,000 8,000 0

消耗品費 2,942,000 2,456,000 1,246,000 1,696,000 2,917,000 25,000 0 2,188,000 7,000 722,000 0

印刷製本費 1,478,000 1,191,000 1,097,000 381,000 1,478,000 0 0 670,000 60,000 748,000 0

燃料費 531,000 576,000 421,000 110,000 531,000 0 0 531,000 0 0 0

賃借料 7,646,000 6,492,000 4,576,000 3,070,000 7,389,000 257,000 0 6,190,000 27,000 1,172,000 0

保険料 303,000 250,000 120,000 183,000 303,000 0 0 303,000 0 0 0

諸謝金 6,785,000 4,399,000 2,904,000 3,881,000 6,538,000 247,000 0 5,647,000 0 891,000 0

租税公課 48,000 14,000 15,000 33,000 43,000 5,000 0 42,000 0 1,000 0

支払会費 55,000 60,000 54,000 1,000 50,000 5,000 0 0 0 50,000 0

修繕費 470,000 470,000 0 470,000 450,000 20,000 0 450,000 0 0 0

委託費 3,096,000 1,550,000 1,736,000 1,360,000 3,096,000 0 0 3,096,000 0 0 0

雑費 25,000 25,000 25,000 0 0 25,000 0 0 0 0 0

役員報酬 60,000 60,000 60,000 0 0 60,000 0 0 0 0 0

経常費用計 113,132,000 119,381,000 95,182,000 17,950,000 109,209,000 3,923,000 0 47,471,000 45,527,000 16,211,000 0

当期経常増減額 488,000 ▲ 5,919,000 ▲ 3,086,000 3,574,000 ▲ 1,284,000 1,772,000 0 ▲ 1,401,000 ▲ 531,000 ▲ 5,048,000 5,696,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計振替額 0 0 0 0 1,284,000 ▲ 1,284,000 0 1,401,000 531,000 5,048,000 ▲ 5,696,000

当期一般正味財産増減額 488,000 ▲ 5,919,000 ▲ 3,086,000 3,574,000 0 488,000 0 0 0 0 0

一般正味財産期首残高 93,075,374 96,049,206 96,161,374 ▲ 3,086,000 91,505,921 1,569,453 0 0 0 0 91,505,921

一般正味財産期末残高 93,563,374 90,130,206 93,075,374 488,000 91,505,921 2,057,453 0 0 0 0 91,505,921

Ⅱ　指定正味財産増減の部

基本財産評価益 0 88,200 88,200 ▲ 88,200 0 0 0 0 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 88,200 88,200 ▲ 88,200 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 909,934,500 909,846,300 909,846,300 88,200 454,967,250 454,967,250 0 0 0 0 454,967,250

指定正味財産期末残高 909,934,500 909,934,500 909,934,500 0 454,967,250 454,967,250 0 0 0 0 454,967,250

Ⅲ　正味財産期末残高 1,003,497,874 1,000,064,706 1,003,009,874 488,000 546,473,171 457,024,703 0 0 0 0 546,473,171

科     目
令和5年度

予 算
(A)

令和4年度
当初予算

令和4年度
補正後予算

(B)

増 減
（A)-(B)

内
部
取
引
控
除

令和5年度　公益目的事業会計(内訳表）

公益目的
事業会計

法人会計 公１ 公２ 公３ 共通

令和5年度



法人名 (公財)秋田県林業労働対策基金

②令和４年度計算書類等

法人所管課 林業木材産業課



場所･物量等 使用目的等 金　額

（流動資産）

預　金 普通預金(秋田銀行） 運転資金､公益目的事業費として 20,881,239

普通預金(大和ﾈｸｽﾄ銀行） 0

≪預金計≫ 20,881,239

前払金 ﾄﾞﾘｰﾑﾄﾚｲﾝに対する支払 R5.4～7分ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用料として 6,160

ﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛ㈱に対する支払 R5.4～12分ｳｨﾙｽ防止料として 3,960

≪前払金計≫ 10,120

20,891,359

（固定資産）

基本財産 預　金 定期預金(秋田銀行） 9,934,500

定期預金(大和ﾈｸｽﾄ銀行) 80,000,000

20年大阪府債(野村證券) 620,000,000

20年大阪府債(野村證券) 100,000,000

20年名古屋市債(大和証券) 100,000,000

≪基本財産計≫ 909,934,500

特定資産 担い手育成準備引当 定期預金(大和ﾈｸｽﾄ銀行)
公益目的保有財産で、運用益を事
業費の財源として使用している。

74,000,000

退職給付引当資産 定期預金(大和ﾈｸｽﾄ銀行) 職員に対する退職金支払に備えたもの 11,124,000

≪特定資産計≫ 85,124,000

995,058,500

1,015,949,859

（流動負債）

未払金 ㈱カネヒコに対する支払 令和4年度経費等未払分 48,886

ﾄﾞﾘｰﾑﾄﾚｲﾝに対する支払 3月分ﾒｰﾙ使用料等未払分 220

秋田年金事務所に対する支払 3月分社会保険料事業主負担未払分 145,151

秋田労働局に対する支払 R4年度分労働保険料等未払分 4,708

≪未払金計≫ 198,965

預り金 税務署に対する支払 1～3月分源泉未払分 199,440

秋田年金事務所に対する支払 3月分社会保険料自己負担未払分 141,911

≪預り金計≫ 341,351

賞与引当金 職員に対する支払 R5.6賞与支払に備えたもの 1,208,301

≪賞与引当金計≫ 1,208,301

1,748,617

（固定負債） 退職給付引当金 職員1名に対するもの 退職金支払に備えたもの 11,124,000

≪退職給付引当金計≫ 11,124,000

11,124,000

12,872,617

1,003,077,242

固定資産合計

財　産　目　録

令和5年3月31日現在（単位:円）

貸借対照表科目

流動資産合計

50%を公益目的保有財産、50%を公
益目的事業に必要な法人管理活動
の用に供する財産として、有価証
券は満期保有目的で保有し、運用
益を事業費･管理費の財源として使
用している。

資産合計

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

正味財産



令和4年度事業報告

Ⅰ法人の概況

１．設立年月日

２．定款に定める目的

　この法人は、秋田県内において林業労働に従事する者の就労条件を改善し、林業従事者の安

定的確保を図るとともに、若年林業従事者の育成及び確保を促進させることにより、林業の安

定的発展に寄与することを目的とする。

３．定款に定める事業内容

(1)林業従事者の確保、育成に関する事業

(2)林業従事者の就労条件の改善に関する事業

(3)林業従事者の林業労働に係る安全と衛生の確保に関する事業

(4)森林管理の重要性の普及及び啓発に関する事業

(5)林業労働力の確保の促進に関する法律第12条各号に掲げる事業

(6)その他この法人の目的を達成するために必要な事業

４．所管官庁に関する事項

秋田県農林水産部森林整備課(令和5年3月31日現在)

５．主たる事務所の状況

主たる事務所：秋田県秋田市川元山下町8番28号

６．役員等に関する事項

令和5年3月31日現在

７．職員に関する事項

合計4名 0 63歳 3ヶ月 10年9ヶ月

令和5年3月31日現在

男子3名 0 66歳 3ヶ月  6年0ヶ月

女子1名 0 54歳 3ヶ月 25年0ヶ月

職員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

秋田県町村会 事務局長

秋田県素材生産流通協同組合 専務理事

公認会計士

監　事 金子　智紀 非常勤 公益社団法人秋田県緑化推進委員会 専務理事

監　事 前田　正人 非常勤

理　事 水谷　津　 非常勤

理　事 仙北谷　彰 非常勤

秋田県素材生産流通協同組合 理事長

秋田県森林組合連合会 代表理事専務

公益財団法人秋田県林業労働対策基金 事務局長

理　事 佐藤　博　 非常勤 林業･木材製造業労働災害防止協会秋田県支部 事務局長

専務理事 櫻田　良弘 常　勤

評議員 山田　一成 非常勤

理事長 佐藤　龍司 非常勤

秋田県森林組合連合会 代表理事会長

森林整備事業推進協議会 会長

秋田県町村会 会長

評議員 羽澤　斉志 非常勤 全国労働者共済生活協同組合連合会 秋田推進本部長

評議員 松田　知己 非常勤

評議員 佐藤　重芳 非常勤

評議員 小松　佳和 非常勤

平成4年7月28日

役　職 氏　名 常勤･非常勤の別 担当職務・現職



林業従事者の確保、育成及び普及啓発に関する事業

　森林整備の担い手である林業従事者を、林業事業体が持続的･安定的に確保できるよう支援

するため、若年層を中心とした新規の就業から将来基幹となる優秀な林業技能者の育成及び

定着まで総合的な支援を実施した。

1.秋田県ニューグリーンマイスター育成学校の実施

(1)林業新任者技術研修（1年次）

　林業一般、森林機能、森林保護、林業機械と路網、木材の加工･流通･販売等、林業労

働安全衛生など、林業労働に必要な基礎知識の習得や、造林、測量、測樹、枝打ち、間

伐、目立て等基礎的な技術研修を実施した。

実績： 研修生　　21事業体25名入校→20事業体24名修了

集合研修　5/11～26（12日間）

研修場所　秋田県森林学習交流館ほか

(2)高性能林業機械操作等研修（2年次）

　スイングヤーダ、プロセッサ、グラップル等の高性能林業機械操作研修とともに、間

伐作業システム等コストの把握･分析、ドローン操作、ワイヤースプライス研修を実施し

た。

実績： 研修生　　24事業体27名入校→21事業体23名修了(卒業)

集合研修　4/4～8（5日間）

高性能林業機械操作研修　4/11～29（5日間×3班）

研修場所　秋田市･五城目町　林業事業体施業地ほか

(3)林業技能講習

　林材業リスクアセスメント実務研修や伐木等業務安全衛生特別教育、ドローン操作基

礎講習、安全衛生教育等の受講を支援した。

実績： 研修生47名（1･2年次生)　秋田市ほか

2.技能講習等助成

　年間150日以上林業に就労し、技能講習を受講した林業従事者の受講料等の一部を助

成した。

実績： 13事業体　45名　助成金480,000円

3.定着奨励金助成

　秋田県ニューグリーンマイスター育成学校に入校･卒業し、月給制等で雇用されている

35歳以下の林業従事者の給料の一部を助成した。

実績： 32事業体　73名　助成金8,190,000円

4.森林･林業普及啓発助成

　林業の社会的評価を高める活動に対して、活動費の一部を助成した。

実績： 1団体　助成金228,000円

仙北地方林友会　インターンシップ学習活動（林業職場体験学習)

6/16開催　大曲農業高校2年生11名･3年生8名

うち、3名林業関係団体等就職、1名林業大学校進学

Ⅱ事業実施状況

１．事業の実施状況

公益1



5.高校生林業職場体験学習

　新規高卒者の労働力確保のため、高校生を対象に林業職場見学･体験を実施した。

実績： 県北地区　7/27～28（2日間）秋田北鷹高校3年生6名

うち、3名林業事業体等就職、1名林業大学校進学

南秋地区　8/24～25（2日間）五城目高校3年生1名

うち、1名林業大学校進学

由利地区　9/1～2（2日間）矢島高校2年生2名、由利工業高校3年生1名

うち、1名林業事業体就職

県南地区　8/2～3（2日間)湯沢高校2年生2名

6.移住就業トライアル研修

(1)短期トライアル研修（応募者なし）

　林業へ関心のある県内外の求職者等を対象にした、高性能林業機械の操作体験や関連

施設見学等の研修

(2)中期トライアル研修

　林業へ就業を希望する県内外の求職者等を対象に、高性能林業機械の操作体験や林業

関連資格の取得、事業体での実務研修を実施した。

実績：10/10～28（15日間）　研修生3名　秋田県森林学習交流館ほか

うち、2名林業関係団体等就職

(3)インターンシップ研修（応募者なし）

　林業へ関心のある県内求職者を対象にした、林業事業体等で林業体験研修

　立ち遅れている林業の労働条件を改善し、林業従事者が安心して就労できる職場環境づく

りを支援した。

1.退職金共済掛金助成

　年間150日以上林業に就労し、中退共や林退共に加入している林業従事者の掛金の一部

を助成した。

実績： 63事業体　625名　助成金27,009,000円

2.労災保険料助成

　年間210日以上林業に就労し、政府管掌労災保険に加入している林業従事者の保険料の

一部を助成した。

実績： 68事業体　624名　助成金12,480,000円

3.労働安全衛生促進助成

　蜂抗体検査の受検、エピネフリン自動注射器、安全作業器具の購入等、安全な作業環

境を創出するための経費の一部を助成した。

実績： ｴﾋﾟﾈﾌﾘﾝ自動注射器購入助成　 10事業体　85人

蜂抗体検査費用助成 13事業体　66人

安全作業器具購入助成 39事業体

公益2 林業従事者の就労条件の改善及び林業労働に係る安全と衛生に関する事業



林業労働力の確保の促進に関する法律第12条各号に掲げる事業

　新規林業労働力を確保するため、林業の就業先の斡旋やマッチングを行うほか、求職者へ

の相談･情報提供や、林業事業体の事業主に対する相談指導等を実施した。

1.林業就業サポート事業

(1)林業事業体の事業主に対する相談指導等

　林業労働力の確保･定着を促進するため、事業主に対して雇用管理改善等に関する相談

指導や、情報の収集･提供を行った。

実績： 事業体訪問・相談件数　25件

(2)求職者に対する相談・支援等

　林業へ就業を希望する求職者や、関心のある者に対して情報の提供を行い、就業へ向

けた総合的な支援を実施した。

実績： 求職者等相談件数　17件（内4人面談対応）

ハローワーク求職セミナー　12回参加　延164人出席

(3)無料職業紹介所（あきた森の仕事ナビ）の運営等

　林業事業体からの求人登録受付、求職者への就業先の斡旋･マッチング等、林業労働力

の確保に努めた。

実績： 求人登録数　21事業体 47人（3月31日現在）

求職紹介数　0人

情報の収集･提供（ホームページの拡充）

(4)林業就業フェアへの参加等

　秋田県等が主催する就業フェアに参加し、求職者に対して情報の提供や相談・支援を

実施した。

実績： Ａターンフェア参加(秋田県ふるさと定住機構主催）

 7/ 3　東京会場　面談者1名 12/30　秋田会場　面談者1名

 2/11　東京会場　面談者7名

森林の仕事ガイダンス参加(全国森林組合連合会主催)

 9/23　名古屋会場　面談者 4名 10/ 8　大阪会場　面談者6名

10/22　東京会場　  面談者17名

林業企業ガイドブック作成･配布　1,000部　

2.林業就業支援事業

　林業労働力の確保･定着を促進するため、事業主に対して雇用管理改善等に関する相談

指導や、情報の収集･提供、相談会等を実施した。

実績： 林業就業アドバイザー等による認定事業体への訪問指導　29事業体

雇用管理研修会及び雇用管理改善相談会の開催

2/22　秋田県森林学習交流館　参加36事業体　42名

3.林業労働力確保支援センター業務

　全国林業労働力確保支援センターから収集した情報を事業体等へ提供したほか、

北海道･東北ブロック協議会を開催した。

実績： 2/2～3（2日間）　北海道･東北ブロック協議会

参加者14人　開催地：秋田市

公益3



令和4年4月20日　令和3年度事業･決算監査

令和4年5月23日　評議員選定委員会

令和4年6月1日　通常理事会

令和4年6月22日　定時評議員会

令和4年6月22日　臨時理事会

開催方法 　決議の省略の方法

出 席 者
　提案書に対し、理事5名全員の文書による同意と、監事2名全員の文書による
異議のない旨の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみな
された。

提案事項1
　佐藤龍司を理事長(代表理事)、櫻田良弘を専務理事(業務執行理
事)に選定する。

（同意）

議案第3号 　役員の報酬等並びに費用の額について （承認）

報告第1号 　令和4年度事業計画及び収支予算について

議案第1号 　令和3年度事業報告及び決算について （承認）

議案第2号 　任期満了に伴う理事の選任について （選任）

報告第1号 　業務執行状況について

開催場所 　秋田市川元山下町8-28　秋田県森林組合連合会･研修室

出 席 者 　評議員5名　理事2名　監事1名

議案第4号 　任期満了に伴う評議員選定委員会委員の選任について （選任）

議案第5号 　任期満了に伴う理事の推薦について （承認）

議案第2号 　行政庁へ提出する事業報告等について （承認）

議案第3号 　定時評議員会の招集について （承認）

出 席 者 　理事4名　監事1名

議案第1号 　令和3年度事業報告及び計算書類等について （承認）

提案事項1
　当財団評議員 佐々木哲男 氏からの辞任の申出を受け、後任の
評議員に 松田知己 氏を選任する。任期は、令和4年6月1日から令
和6年度定時評議員会終結の時までとする。

（同意）

開催場所 　秋田市川元山下町8-28　秋田県森林組合連合会･研修室

監査意見 　適正に処理しているものと認められた。

開催方法 　決議の省略の方法

出 席 者
　提案書に対し、評議員選定委員会委員5名全員の文書による同意を得た日を
もって、評議員選定委員会の決議があったものとみなされた。

２．役員会等に関する事項

開催場所 　秋田市川元山下町8-28　秋田県森林組合連合会･研修室

出 席 者 　監事2名　理事1名



令和4年11月28日　臨時理事会

令和5年3月20日　通常理事会

議案第4号

令和5年3月27日　臨時評議員会

単位:千円

Ⅲ　法人の課題

特になし

Ⅳ　株式保有している場合の概要

該当事項なし

Ⅴ　決算後生じた法人の状況に関する重要な事実

該当事項なし

正味財産 1,017,367 1,013,748 1,009,264 1,003,077

３．収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状況の推移

令和4年3月期

3,299

116,945

99,323

17,622

20,921

1,016,782

10,775

1,006,007

資産合計 1,026,331 1,023,029 1,019,543 1,015,950

負債合計 8,964 9,281 10,279 12,873

当期収支差額 -2,687 -3,965 -4,167 -570

次期繰越収支差額 11,431 7,466 3,299 20,351

当期収入合計 102,456 105,234 94,720 95,084

当期支出合計 105,143 109,199 98,887 95,654

事業年度 平成31年3月期 令和2年3月期 令和3年3月期 令和5年3月期

前期繰越収支差額 14,118 11,431 7,466 20,921

提案事項2 （同意）
　任期は、令和5年4月1日より前任者(金子智紀)の任期の満了する
時までとする。

　戸部信彦を監事に選任する提案事項1 （同意）

出 席 者
　提案書に対し、評議員5名全員の文書による同意を得た日をもって、評議員会
の決議があったものとみなされた。

報告第1号 　業務執行状況について

開催方法 　決議の省略の方法

及び設備投資の見込について　

議案第5号 　臨時評議員会の招集について （承認）

（承認）議案第3号

　辞任の申出に伴う後任監事の推薦について （承認）

議案第2号 　業務方法書の一部改正について （承認）

　令和5年度事業計画、収支予算、資金調達

出 席 者 　理事5名　監事2名

議案第1号 　令和4年度収支補正予算について （承認）

提案事項2
　令和4年度収支補正予算について

（同意）
　　事業費1,200,000円に係る収支増額

開催場所 　秋田市川元山下町8-28　秋田県森林組合連合会･研修室

開催方法 　決議の省略の方法

出 席 者
　提案書に対し、理事5名全員の文書による同意と、監事2名全員の文書による
異議のない旨の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみな
された。

提案事項1
　令和4年度事業計画の変更について

（同意）
　　公益目的事業3　新規事業『林業就業支援事業』の追加



令和5年3月31日現在（単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ資産の部

1.流動資産

普通預金 20,881,239 18,786,886 2,094,353

未収金 0 2,700,000 -2,700,000

前払金 10,120 10,120 0

流動資産合計 20,891,359 21,497,006 -605,647

2.固定資産

(1)基本財産

定期預金 89,934,500 9,934,500 80,000,000

投資有価証券 820,000,000 899,911,800 -79,911,800

基本財産合計 909,934,500 909,846,300 88,200

(2)特定資産

　担い手育成準備引当資産

定期預金 74,000,000 77,000,000 -3,000,000

　退職給付引当資産

定期預金 11,124,000 8,439,180 2,684,820

特定資産合計 85,124,000 85,439,180 -315,180

固定資産合計 995,058,500 995,285,480 -226,980

資産合計 1,015,949,859 1,016,782,486 -832,627

Ⅱ負債の部

1.流動負債

未払金 198,965 238,434 -39,469

預り金 341,351 337,377 3,974

賞与引当金 1,208,301 1,759,821 -551,520

流動負債合計 1,748,617 2,335,632 -587,015

2.固定負債

退職給付引当金 11,124,000 8,439,180 2,684,820

固定負債合計 11,124,000 8,439,180 2,684,820

負債合計 12,872,617 10,774,812 2,097,805

Ⅲ正味財産の部

1.指定正味財産 909,934,500 909,846,300 88,200

(うち基本財産への充当額） (909,934,500) (909,846,300) 88,200

(うち特定財産への充当額） (　　　　　0) (　　　　　0) 0

2.一般正味財産 93,142,742 96,161,374 -3,018,632

(うち基本財産への充当額） (　　　　　0) (　　　　　0) 0

(うち特定財産への充当額） (74,000,000) (77,000,000) -3,000,000

正味財産合計 1,003,077,242 1,006,007,674 -2,930,432

負債及び正味財産合計 1,015,949,859 1,016,782,486 -832,627

貸借対照表

科　　目



（単位：円）

当年度 前年度 増　減

Ⅰ一般正味財産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益

基本財産受取利息 14,557,839 13,774,728 783,111

特定資産運用益

特定資産受取利息 199,554 577,169 -377,615

受取補助金等

県補助金 73,720,000 80,106,000 -6,386,000

受託収入 3,374,876 1,490,500 1,884,376

受取助成金等

受取助成金 150,000 0 150,000

受取負担金

受取負担金 35,000 0 35,000

雑収益

雑収益 47,000 31,600 15,400

経常収益計 92,084,269 95,979,997 -3,895,728

(2)経常費用

事業費

受講料 6,027,399 6,365,288 -337,889

助成金 52,596,000 61,391,000 -8,795,000

検査料 64,515 84,150 -19,635

給料手当 13,132,532 12,309,279 823,253

賞与引当金繰入額 968,337 1,384,929 -416,592

退職給付費用 2,166,650 373,786 1,792,864

福利厚生費 2,087,296 1,992,316 94,980

会議費 122,898 0 122,898

旅費交通費 835,263 275,938 559,325

通信運搬費 602,118 685,954 -83,836

支払負担金 87,340 93,610 -6,270

消耗品費 1,212,463 1,063,741 148,722

印刷製本費 1,094,500 1,039,000 55,500

燃料費 419,701 418,350 1,351

賃借料 4,265,773 3,887,242 378,531

保険料 119,229 127,022 -7,793

諸謝金 2,807,875 2,624,976 182,899

租税公課 10,200 12,550 -2,350

支払会費 50,000 50,000 0

正味財産増減計算書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

科　　目



委託費 1,735,300 0 1,735,300

管理費

役員報酬 60,000 60,000 0

給料手当 2,827,668 3,388,421 -560,753

賞与引当金繰入額 239,964 374,892 -134,928

退職給付費用 518,170 102,374 415,796

福利厚生費 482,082 584,627 -102,545

会議費 34,862 28,333 6,529

旅費交通費 30,549 15,385 15,164

通信運搬費 37,566 63,065 -25,499

支払負担金 17,270 7,810 9,460

消耗品費 17,946 41,815 -23,869

賃借料 305,510 376,845 -71,335

諸謝金 95,000 100,000 -5,000

租税公課 3,100 2,600 500

支払会費 3,200 3,200 0

雑費 24,625 24,331 294

経常費用計 95,102,901 99,352,829 -4,249,928

当期経常増減額 -3,018,632 -3,372,832 354,200

当期一般正味財産増減額 -3,018,632 -3,372,832 354,200

一般正味財産期首残高 96,161,374 99,534,206 -3,372,832

一般正味財産期末残高 93,142,742 96,161,374 -3,018,632

Ⅱ指定正味財産増減の部

基本財産評価益 88,200 116,200 -28,000

当期指定正味財産増減額 88,200 116,200 -28,000

指定正味財産期首残高 909,846,300 909,730,100 116,200

指定正味財産期末残高 909,934,500 909,846,300 88,200

Ⅲ正味財産期末残高 1,003,077,242 1,006,007,674 -2,930,432


